
 

 

 

国への財政支援要望 

 

 

県境産廃の推計量の増加に伴い、現行計画の期間内での全量撤去が困

難になったことを踏まえて、昨年１０月に、知事、県議会議長の連名で

民主党・環境省等に対して、「産廃特措法」の期間延長とその枠組みの中

での増加する事業費に係る財政支援を要望したところですが、今年度は

平成２４年度重点施策提案として、６月２５日に本県選出国会議員等に

説明し、７月１１日に政府及び関係機関へ提案したほか、全国知事会、

北海道・東北知事会として提言することとしているなど、節目節目で効

果的な提案活動を実施し、その実現を図りたいと考えています。 

 

１ 平成２４年度重点施策提案 

① 県選出国会議員等説明 平成２３年６月２５日（土） 

② 政府等への提案 平成２３年７月１１日（月） 

  

２ 全国知事会による提案・要望 

○  平成２４年度国の施策並びに予算に関する提案・要望 時期未定 

 

３ 北海道・東北知事会による提言 

○ 政府への提言  平成２３年８月（予定） 

資料５ 



１１．青森・岩手県境不法投棄事案に対する国の財政支援について《新規》

【現状・課題】

所管省庁：環境省

○特定支障除去等事業実施計画（平成16年1月大臣同意）
・不法投棄廃棄物量 67.1万㎥（99.9万トン）

・原状回復に要する費用 約434億円
・事業完了時期 平成24年度

平成24年度重点施策提案説明資料

○現場の掘削の進捗に伴い得られた新たな知見に基づき、廃棄物等の量

を再推計

・不法投棄廃棄物量 84.1万㎥（124.5万トン） 17万㎥（24.6万トン）の増

・原状回復に要する費用 約496億円 62億円の増

廃棄物の増量等に伴い平成24年度までの「産廃特措法」の期限内では事業完了が困難
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○「産廃特措法」の期間延長とその枠組みの中での増加する事業費に係る
国の財政支援

【提案内容】

【補足説明】

○産廃特措法による基金スキーム【平成10年6月16日以前の不法投棄】

特例地方債

【期待される効果】

○地域住民の健康の保護及び馬淵川水系の環境保全

基金からの助成
（有害：1/2 その他：1/3）

一般単独事業債（充当率75％）

（元利償還交付税措置50％）

一般財源
25％

特例地方債

平成25年度以降も国の財政支援を受けた廃棄物及び汚染土壌の撤去等
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